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イギリスにおける ABCの現状
笹倉淳史
1.はじめに
活動基準原価計算 (Activity-basedcosting,以下では ABCとする）が
はじめて紹介されて10年以上経過し，その間，多くの文献によってその紹
介が行われてきたが，実際に有効であるのか，そしてどれほど採用されて
いるのかについてアメリカでは多くの事例研究があるが，その他の国では
詳細な研究は少ない。本稿は，この ABCの適用の現状を，特にイギリスに
ついて紹介することを目的とする。イギリスでは， ABCについては勅許管
理会計士協会 (TheChartered Institute of Management Accountant ; 
CIMA)がその啓蒙のために種々の調査研究を行っているが， Innes=Mit-
chellはその後援を受け1994年にイギリスの大会社1000社を対象としたア
ンケート調査を行っているも
その調査内容は， ABCの採用率， ABCを採用している目的あるいは領
1) Innes J. and Mitchell F., "A Survey of Activity-based Costing in the U.K.'s 
largest companies," Management Accounting Research, 1995, 6。なお．その他の
調査研究については以下の文献を参照。 InnesJ. and Mitchell F., Activity Based 
Costing ; A Review with Case Study, 1990 ; Innes J. and Mitchell F., "Activity 
based costing; A survey of CIMA members," Management Accounting, October 
1991 ; Innes J. and Mitchll F., Activity Based Cost Management ; A Case Study 
。ifDevelopment and Implementation, 1991, ; Cobb I., Innes J. and Mitchell F., 
Activity Based Costing ; Problems in Practice, 1992. 
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域，それが成功しているのかまた重要であるのかどうかについての現に採
用している企業の見解， ABC作成上の参加者，更に， ABCを採用してい
ない企業についてはその理由等で，調査は ABC全般にわたっているが，本
稿ではその目的と適用領域に絞ってこの調査を紹介し，簡単にその調査を
まとめることにする。
1. ABCとその適用
会社は外部報告目的のために棚卸資産の正確な評価と利益の計算をする
ためのシステムを内在させる必要がある。このシステムでは，製品に直接
跡付けることが可能な直接労務費等を正確に測定することが可能である
が，製品に直接に跡付けることができないコスト（間接費）についてはあ
る人為的な基準ですべての製品に配賦することになる。伝統的な原価計算
は，この間接費を製品に配賦するために，直接労働時間あるいは機械稼働
時間のような量に関連した尺度を常に利用している。しかし，物的な量に
関連しない活動（例えば，材料調達，セットアップ，生産スケジューリン
グや検査活動等）の製造を支援する活動のために利用される資源が存在す
る。従って，その生産量等に比例して全ての資源が消費されることを仮定
している伝統的な原価計算は歪んだ製品原価を報告することになる。伝統
的な原価計算はほとんどの会社が少数の製品を製造し，直接労務費と材料
費が主要なコストで間接費は少額であり，間接費の配賦はあまり問題視さ
れなかった時代に考案されたものである。しかし，今日のように，コスト
の中で間接費が大きな比重を占め，企業が多種多様な製品を製造している
場合，間接費の配賦が大きな問題として考えられねばならない。 ABCは，
間接費の一層複雑な配賦の方法が考案される必要にせまられた現在で，こ
のような背景から考案された原価計算である丸
2) Colin Drury, Costing, 1990, p.274 
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ABCは資源の原価を諸活動に割り当て，それらを製品等の給付に負担さ
せる原価計算の一形態である。 ABCは次の 4つの段階を経て実行される。
第1段階は，組織上の主要な活動，例えば，機械関連活動（例，マシンコ
ストセンター），直接労務費関連活動（例，組立部門）そして種々の支援活
動（例えば発注，検収，部品管理，生産スケジューリング，梱包及び発送）
を特定する。第2段階では，その各活動についてコストセンター（コスト
プールとも呼ばれる）を設定する。例えば，全てのセットアップに関連す
るコストは 1つのコストセンターを構成する。第3段階では，特定の活動
のコストに影響を及ぼす要因を明らかにする。活動で生じるコストの重要
な要因はコストドライバーと呼ばれ，例えば，多くの製品を製造する場合，
生産スケジューリングのコストがそれらの製品について生じるなら，それ
ぞれのセットアップの回数が製品スケジューリングのコストドライバーと
なる。第4段階では，コストドライバーを利用して，給付に活動のコスト
を割り当てる。活動に割り当てられるコストは，コストドライバーを利用
した回数によって測定される。例えば，セットアップに関連するコストに
ついてのコストセンターに跡づけられた総コストが100,000円で，期間中に
100のセットアップがあったとすると，配賦率は 1セットアップあたり
1,000円である。特定の製品についてのセットアップ・コストを決定するた
めに，当該製品にセットアップ回数を掛けることになる丸
このABCはこのような計算構造をとるために種々のメリットを持って
いるが， Innes=Mitchellは，そのようなメリットがある適用領域として 9
つの領域を挙げている丸調査の内容を紹介する前に，彼らの示している領
域を簡単に要約しておこう。それらはまた，企業がどの領域にABCを適用
しているのかについての彼らの調査項目ともなっている。
(1) 棚卸資産評価5)
3) Ibid., 1990, p.276 
4) Innes=Mitchell, 1995, pp.138-40 
5) Mitchell, F., "A commentary on the application of activity based costing," 
Management Accounting Research, 3/ 4 1994参照
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ABCは財務報告のための棚卸資産の評価のための基礎を提供すること
ができるだけではなく，異常な期間原価を摘出することを可能にする。
(2) 製品あるいはサーピスの価格決定6)
伝統的な原価計算では，実際原価に市場での競争に適合するように弾力
的にマージンを加算して価格決定を行うために単位原価情報が利用されて
いるが，その信頼性は相対的である。これに対して， ABC支持者の説明は
その提供する情報が一層信頼できることを主張している。
(3) 生産決定”
ABCは生産量や自製か購入かの決定のために長期の変動費にかんする
情報を提供することができる。全てのコストは長期的に見れば全て変化す
るが， ABCは製品等によって消費された資源の詳細な跡付けをするので，
意思決定が原価に及ぼす影響の一層良い指標となる。
(4) 原価引き下げ8)
ABCは単にコストを記録するのではなく，組織の活動とそのコストを関
連づけ，資源が清費される形態によってコストが分類されるので，更に今
日では，原価引き下げに焦点をあてた付加価値分析，コア／支援／迂回，
活動のマッピングといった分析が生み出されている。
6) Innes=Mitchell, 1991参照
7)生産決定に関しては，Johnson,H.T. and Kaplan, R.S., "The importance of long 
-term Product costs," Makinsey, Quarterly, Autumn 1987参照
8)顧客にメリットをもたらさない非付加価値活動を排除するという「付加価値分
析」，コアとなる活動とそのコアとなる活動を支援する活動及びシステムの欠陥によ
って発生する迂回活動を区別することによって注意を喚起する「コア／支援／迂
回」，活動を二次元の作業フローで示す「活動のマッピング」がある。付加価値分析
については， BrimsonJ., Activity Accounting, 1991, 中心／支援／迂回について
はBellis-Jones, R. and Hand, M., "Seeking out the profit dissipators," Manage-
ment Accounting, September 1989,活動マッピングについては， Marrow.M. and 
Hazell, M. "Activity mapping for business process redesign," Management 
Accounting, February 1992参照
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(5) 予算9)
ABCの基本的な枠組みから発展した活動基準予算 (Activity-based
Budget;ABB)は，個人と予算活動を対応させることによって責任会計の
実行をサポートすることができる。また，予算の設定段階でコストドライ
バーの情報が利用できることは，今後，資源が必要かどうかを評価する際
に役立つ。また， ABBから入手できる変動費情報をフィードバックするこ
とは，それが全ての個人の活動コストプールを含んでいるので非常に詳細
であり，また，変動費はコストドライバーに基づいて計算されているので
信頼することができる。
(6) 新製品あるいはサービスのデザイン10)
コストドライバー率を新製品あるいはサービスの企画者等に提供するこ
とによって， ABCは彼らに動機付けを与える。これらはターゲット・コス
トの設定と結合させた場合に，一層有効になる。
(7) 顧客の収益性11)
この分析は特定の顧客の収益性を検討し，価格決定，サービス，分配，
販促，ファイナンス政策のための資料を提供する。顧客の収益情報は既に
知られているので，顧客のコスト情報を知ることによってその分析が可能
になる。
(8) 業績測定12)
9)活動基準予算については． Yoshikawa,T., Innes, J. And Mitchell, F., "Activity 
based cost information ; its role in cost management," The Journal of Manage-
ment Accounting, Autumn, 1992参照
10)新製品あるいはサーピスのデザインについては， JonezJ. W. and Wright M.A., 
"Material・ burdening ; management accounting can support competitive strat-
egy," Management Accounting, August 1987 ; Dolinsky L.R. and Vollmann T.E. 
"Transaction based overhead considerations for product design," Journal of 
Cost Management, Summer, 1991参照
1)顧客収益性については， Bellis-Jones R. Custmer profitability analysis, 
Managemrnt Accouting, February, 1989, pp.26-8を参照
12)業績測定については， Johnson,H. T. "Activity based information; a blue print 
for world class management accounting," Management Accounting, June, 1988, 
pp.23-30参照
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ABCは業績の尺度と考えられる種々の情報，例えば，活動原価，コスト
ドライバー，コストドライバー率を生み出す。活動原価は資源投入の指標
であり，コストドライバー及びコストドライバー率は作業の程度と効率を
示している。コストドライバーが活動の生産の尺度を示す場合，生産量だ
けでなく製品の質に関する尺度を組み込むことになる。
コストドライバーの尺度は事業プロセスのサポート領域でなされる努力
の基本的な指標となる。例えば，一層の努力が期待される場合（例えば，
追加的な検査），努力不足の場合（例えば，セットアップ不足），潜在的な
浪費が生じている場合（例えば，通常より多い材料の移動）を示す。
(9) コストモデリング13)
伝統的なCVP(cost-volume-profit)モデルはコストを固定費と変動費
に単純に分類するが， ABCは4つのレベルでコストを分類するので，コス
トビヘイビヤーは一層現実的なものになる。この4つのレベルは，ュニッ
ト・レベルの活動（コストが追加的なアウトプットによって変動する場合，
例えば，直接材料費），パッチ・レベルの活動（コストを変更するために追
加的なバッチが要求される場合，例えば，セットアップのためのコストや
材料を変更するための注文費用），プロダクト推持活動（コストが製品ある
いは製品グループの存在によって決定される場合，例えば，プロセス・エ
ンジニアリング），設備維持活動（コストが生産投備の形での生産能力の提
供に依存する場合，例えば，設備管理費）である。この一層詳細なコスト
分析は，特にバッチレベルの沿動及ぴプロダクト維持活動について，伝統
的な変動費配分方法より，製品へのコストの正確な跡付けを一層容易にす
る14)。
13)コストモデリングについては， Cooper,R., "Cost classifications in unit based 
and activity based munufacturing cost system," Journal of Cost Management, 
Fall, 1990参照
14) Coates, J. Rickwood, C., Stacey, R., Management Accounting for Strategic 
and Operational Contra/, 1992, p.99 
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2.調査対象とその結果15)
調査対象となった企業は TheTimes 1000 (1994) にリストアップされ
たイギリスの大企業1000社で， 1994年初頭に各社に質問票が郵送された。
回答が返送されないものについては，再度依頼が行われ，その結果， 439社
(43.9%)からの回答が得られた。ただし，質問票が返送された回答のな
い157社の中には， 72社がABCを適用することを考えていないことを示唆
していたが，そのほとんどが持株会社，本社及びサービスセクターの会社
であった。 51社は会社の方針として質問票には回答しない旨を挙げ， 23社
は時間のないことを挙げ，残りの11社は重大な会社の構造変更（例えば精
算中の会社）のために回答不可能であった。利用可能な251社の回答は財務
担当取締役 (150社），会計責任者 (62社）及ぴ会計スタッフ (39社）によ
って作成されていた。
以下では，利用可能な回答が得られた251社（質問票発送の 1/4)のデ
ータが利用されている。表 1は，その251社をそれが属するセクター及び
ABCの採否によって分類したものである。なお，表1で示されている ABC
利用者数の後の括弧は全ての領域にABCを採用しているのではなく，部
分的に採用している企業である。この表から，利用可能な回答のうち20%
弱の企業がABCを採用していたことがわかるが，これはその他の調査よ
り非常に高い率である叫
表1を製造業と非製造業に分け，更に，その規模によって ABCの採否を
分類したものが表2である。この表によれば，製造業も非製造業も同様の
15) Innes= Mitchell, 1995, pp.140-141 
16)例えば． Armitage=Nicholsonの1993の調査では大会社の約10％が採用してい
る。 Armitage,H. M. and Nicholson, R. "Activity base costing : Survey of 
Canadian practice," Issue Paper No. 3, Society of Management Accounting of 
Canada, Issue Paper Series, 1993 September 
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表 1
? ? ? ?
醸造業及び蒸留業
ピジネスサービス
化学
建設
多角的経営
電気
電機及び電設
抽出
食品
健康管理
工業材料，エンジニアリング，
金属
レジャー，ホテル等
メディア
石油，ガス
印刷及び梱包
小売
通信
繊維
タパコ
輸送及び流通
飲料水
回答者の部門分析
活動基準 ABC 
原価計算 拒否
(ABC)利用者
2(2) 
2(-) 
2(1) 
2(-) 
1(-) 
3(2) 
4(1) 
3(2) 
3(1) 
8(3) 
?
?
?
?
?
? ABC 
未考慮
?
計
?
? ?
??
????
ー
???
??
ー
??????
??
??????????
1 2 3 
1 (-) 2 2 9 14 
2(1) 1 1 5 9 
1 (1) 1 4 5 1 
4(2) 1 6 10 21 
2(-) 1 3 
2(-) - 1 1 4 
1 (1) 1 
3(3) 2 3 1 19 
3(-) - 1 1 4 
49 (19) 33 68 101 251 
Innes, J. and Mitchell F., "A Survey of Activity-based Costing in the U.K's Largest 
Companies," Management Accounting Research, 1995, 6, p.153 
採用度（約20%)であることがわかる。規模による分類では， 売上高223百
万ポンド以下の企業の場合13.1％に対してそれ以上の企業は25.6％と，
らかに規模の大きい企業のほうが採用率は高いことが明らかである。
明
次に，彼らはABCを採用する目的について調査しているが，ほとんどの
企業は複数の目的を持っていた。実際の目的として， Innes=Mitchellは前
述したように，棚卸資産の評価目的，製品／サービスの価格決定目的，製
品決定目的，原価引き下げ目的，予算目的，新製品あるいはサーピスのデ
ザイン目的，顧客の収益性分析の目的，業績判定／改善目的，原価モデリ
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表2 会社の部門及び規模と活動基準原価計算採用との間の関係
部門＊ ABC利用者
数 ％ 
製造業 35 (19.8) 
非製造業 14 (18.9) 
合計 49 (19.5) 
規模＋
223百万ポンド以F 16 (13.1) 
223百万ポンド以上 33 (25.6) 
合計 49 (19.5) 
＊カイニ乗0.03, 5％レベルで有意でない。
＋カイニ乗6.21, 5％レペルで有意。
ABC非利用者 合計
数 ％ 数 ％ 
142 (80.2) 177 (100) 
60 (81.l) 74 (100) 
202 (80.5) 251 (100) 
106 (86.9) 122 (100) 
96 (74.4) 129 (100) 
202 (80.5) 251 (100) 
Innes, J. and Mitchell F., "A Survey of Activity-based Costing in the U.K's 
Largest Companies," Management Accounting Research, 1995, 6, p.142 
ング目的，の目的を挙げている”)。
表3は，具体的に， ABC利用者がどのような目的をもって採用し，それ
が成功しているのかどうかの評価を示している。最も多いのは原価引き下
げ目的の87.8％で．業績測定／改善目的の67.3%．製品・サーピス価格決
定目的の65.3%．原価モデリング目的の61.2%．予算目的の59.2％がそれ
に続いている。その他では．製品ラインの有効性を測定するため．あるい
は，振替価格のためのABCの利用が指摘されている 18)。なお，棚卸資産の
評価の採用率は最低であるが，棚卸資産を持たない企業（例えば，非製造
業）も多く，現実の適用率は高いと考えられる。
Innes= Mitchellは．この分析後．それぞれの適用領域について更に詳細
な分析を行っている。以下では．主要な点に絞って簡単に紹介しておこう。
前述したように．ABCは生産量の決定のために有用な原価計算であるとさ
れるが，彼らはABCが主にどのような意思決定をするために利用されて
17) Innes=Mitchell, 1995, pp.138-9。また，各企業はABCを採用した目的について．
9つの目的を有していると回答した企業の割合は8%, 8つの目的は4%, 7つの
目的は10%, 6つの目的は20%, 5つの目的は19%, 4つの目的は19%, 3つの目
的は10%, 2つの目的は4%, 1つのみの目的は6％であった。 Innes=Mitchell,
1995, 6, p.143 
18) Innes=Mitchell, 1995, pp.146 
134 (374) 第 42巻第 4 号
表3 活動基準原価計算の適用
この適用を採用 重要度評価＋
している
ABC利用者
の割合＊
成功評価＋
n ％ 平均評価 SD 平均評価 SD 
棚卸資産評価 14 28.6 4.0 0.6 4.1 0.3 
製品・サービス価格決定 32 65.3 4.8 0.5 4.0 0.8 
製品決定 23 46.9 4.2 0.8 3.8 0.7 
原価引き下げ 43 87.8 4.5 0.5 3.9 0.6 
予算 29 59.2 4.4 0.6 4.0 0.7 
新製品・サーピスデザイン 15 30.6 4.5 0.8 4.1 0.6 
顧客収益性分析 25 51.0 4.2 0.7 4.0 0.6 
業績測定／改善 33 67.3 4.4 〇.6 3.9 0.7 
原価モデリング 30 61.2 3.9 〇.6 3.8 0.6 
その他の適用 8 16.3 4.9 0.8 NIA 
＊これは特別の目的のためにABCを適用している ABC利用・行の数を，全ての
ABC利用者即ち49のおr，1l答者の割合として示している。
＋これらの評価は．非常に重要／1成功 (5ポイント）から非常に重要でない／成功
でない (1ポイント）まで5段階評価から計算されている。
Innes, J. and Mitchell F., "A Survey of Activity-based Costing in the U.K's 
Largest Companies," Management Accounting Research, 1995, 6, p.144 
いるのかを調査している。最も利用率が高いのは部品の自製か購入かの意
思決定時に ABCを利用するケース (60.9%），次いで，製品あるいはサー
ビスラインの停止あるいは維持 (52.5%），生産水準の決定 (43.5%）が指
摘されている。また，重要性評価も同様の傾向を示している19)。
原価引き下げは ABCを採用する企業が最も利用している領域である
が，原価引き下げのための活動原価の分析方法では，付加価値・非付加価
値の分類 (60.5%），下位活動／任務のリスト (60.5%），相対的活動原価
の規模の輪郭 (53.5%），活動フローチャート（51.5%），コア／支援／迂
回の分類 (51.2%）が挙げられている20)0
活動基準予算から得られるメリットはコストドライバーを利用してきめ
細かい配分が行われるので一層現実的な予算が役定できること (75.9%),
19) Ibid., p.145 
20) Ibid., p.145 
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必要な資源の確認が容易になること (65.5%），コストとスタッフの責任の
関係が明確になること (58.6%），コストとアウトプット及びスタッフの業
績との結ぴつきが明確になること (58.6%），予算上のスラックを一層よく
示すことができること(55.2%），スタッフが予算設定時に可能な限り参加
すること (51.7%）などがその主要なメリットとして挙げられる21)
ABCを願客の収益性分析に利用する場合，それをどのような目的で利用
しているかを調査しているが，価格決定のためのガイダンスとしての利用
(72.0%)が最も多く，ついで顧客との契約の再交渉の資料としての利用
(64.0%），そして顆顧客コストコントロールを強化するための資料として
の利用(60.0%），マーケッティング戦略のためのガイダンスとしての利用
(48.0%），顧客関係政策のためのガイダンスとしての利用 (48.0%）が続
いている22)。
また， Innes=Mitchellはコストモデリングについて調査し，個々の製品
原価(63.3%），資本投資のような意思決定(63.3%），企業の総コスト (53.3
％）等についてコストのモデリングを行っていると結果を分析している23)0
むすぴに代えて
以上， 1994年に実施されたInnes=MitchellのABCに関する調査結果
を簡単に要約してきたが，以下では，いくつかの注目すべきことを指摘し
ておくことにする。
まず， ABCを適用する企業が年々増加していることが挙げられる。
Innes= Mitchellによれば，彼らが行った1991年の調査ではわずか6％の採
用率であったものが， 1994年には16%，そして今回の調査では約20％と明
21) Ibid., p.146 
22) Ibid., p.146 
23) Ibid., p.148 
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らかな採用率の上昇を見ることができる24)。
また．その適用領域として彼らは9つの領域を挙げている。その領域は
非常に広く．業種に関係なく適用されていることを指摘することができ
る25)。ABCの基本的考え方はまずサーピスセクター並びに製造業に適用さ
れたが，銀行には Kaplan26)が．サービスセクターには Rotch21)によってそ
のモデルが提供された。そして，顧客に対しても Bellis-J ones28)が．予算に
ついては Brimson=Fraster29)がその展開をしている。このように．当初．
ABCは非製造業から導入され，後に，製造業に適用されたという経緯が存
在することも．幅広く利用されている理由の一つとなっていると考えられ
る30)0
彼らは，ABCに対する評価がイギリスの大会社間で大きく異なっている
ことに注目し，そのような結果を生み出した原因（環境）等は質問票によ
っては十分に調査されていないことを認めている。このために，以下の研
究が必要であることを述べている 31)。まず， ABCが及ぽした影響の事例研
究を行うことによって，企業がABCによってメリットを得たことを確認
24) 1991年の調査はInnes,J. and Mitchell, F., ABC ; A Survey of CIMA members, 
Management Accounting, October 1991, 1994年の調査はInnes,J. And Mitchell, 
F., ABC ; A follow-up survey of CIMA members, Management Accounting, 
July/ August 1995を参照
25) Cooper and Kaplsn, The Design of Cost Management Systems, 1991, Chapter 
7 
26) Kaplan, R.S., "American Bank," Harvard Business School Case, 1987, Ref. 
No. 9-187-194 
27) Rotch, W., "Activity based Costing in service industries," Journal of Cost 
Management, Summer 1990 
28) Bellis-Jones, R., "Customer Profitability Analysis," Management Accounting, 
February 1989 
29) Brimson, J. and Fraser, R, "The key factors of ABB," Management Account・
ing, January 1991 
30) Innes=Mitchell, 1991, p.1 
31) Innes=Mitchell, 1995, p.151 
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する作業が必要であること。第 2に， ABCで計算されたコストと従来採用
されていた原価計算によるコストとが対比されるような ABC採用の初期
的段階で，どのように2つの主張が対立するのかを調ぺることが可能であ
ること。第3に，多くの企業がABCを採用する方向に向かっていることは
事実であり，これによって管理会計の変化の過程の研究が可能となること。
第4に，もし景気後退に対応するように，管理会計システムがABCを採用
する方向に向かって研究されるなら，そのための調査が必要であること。
先に示したように企業，特に大企業のABCの適用率の増加は明らかで
あるが，それが何らかの組繊の環境変化によって生み出されているなら，
例えば，披らは景気の後退がその一つの原因である可能性を挙げているが，
それ以外の可能性も含めた採用率の増大の研究も非常に興味のある領域に
なるであろう。
